






















































































































































































































　逆に HDE は，「HDE 協約政策委員会」（Tarifpolitsches Ausschuss, Tapo）によって，各地方使
用者団体の協約交渉についての方針が高度に調整されている。HDE 協約政策委員会は，全国 16 州
の協約政策担当理事（専従）と企業代表者（非専従）の 2 名と HDE 協約政策担当理事（専従）の
計 33 名で構成される。企業代表者から HDE 協約政策委員会委員長が選出される（2017 年時点で
は 2 名）。HDE 協約政策委員会は，各地方使用者団体の要求内容，ver.di の要求への対応，交渉方















（8）　表決において，HDE 協約政策担当理事は投票権をもたず，各州に 1 票が割り当てられている。前述のとおり，
ザクセン州，ザクセンアンハルト州，チューリンゲン州の 3 州は 1（協約）地方を構成し（したがって 1 地方に 3
票），それ以外は 1 州が 1 地方を構成している。
ドイツの使用者団体と労働協約システム（岩佐卓也）
35
ては，BW 地方において最初に協約が締結されたが，賃上げ率 2.3% という妥結内容について，賃
上げ率 2.5% をあくまで要求する他地方の ver.di が批判し，交渉とストライキを継続した。しかし



























が著しい。横断的労働協約の拘束率（従業員ベース）は，2010 年から 2016 年にかけて，全産業部
門の総計では，西地域で 56% → 51%，東地域で 37% → 36% と推移しているのに対して，小売業部













いを定めている。2006 年の時点では，18：30 から 20：00 までの時間帯に勤務する場合には基本給
に加え基本給の 20% 分の「遅番手当」が支払われ，20：00 以降に勤務する場合には 55%（地方に




















































これら手当の廃止を ver.di に要求した。HDE のスポークスマンであるフーベルトス・ペレンガー
は，開店時間規制が自由化されたいま，手当はもはや「アナクロニズム」だと痛罵した（FAZ 
2006.10.25）。しかしこれは ver.di との激しい対立を引き起こし，全国でストライキが展開された。
　交渉は膠着し，翌 2008 年に持ち越された。HDE は手当全廃ではなく「段階的適応」に要求を引





（12）　正確には「HDE と HDE に加盟する地方使用者団体」であるが，以下では略記する。また 2007/2008 年協約
交渉において HDE は，同じく小売業部門を組織する使用者団体 BAG（中規模・大規模小売業連邦労働共同体）







　報酬構造改革も常に懸案になってきたが，2013 年協約交渉に際して HDE はこれを争点の中心に






















































ver.di の働きかけによって横断的労働協約に加入した企業もあるが（それぞれ 2010 年，2013 年，
2014 年），前述したように部門全体としての横断的労働協約の拘束率は着実に低下している。それ
ゆえ ver.di は，一般的拘束力宣言の復活を要求し続けてきた。2017 年協約交渉において ver.di は，
HDE に対しては一般的拘束力宣言に賛成するよう，他方政府や政党に対しては一般的拘束力宣言
の要件・手続きをさらに緩和するよう要求し，「一般的拘束力宣言キャンペーン」を組織した。協
（14）　労働協約法 5 条は 2014 年に改正されている。旧法とその改正点についての要点は次のとおりである。旧法：
1）協約当事者の一方の申請に基づき，2）協約に拘束されている使用者が当該労働協約の対象範囲の労働者の
50% 以上を雇用し，3）公共の利益のために必要である場合，4）労使の頂上団体，すなわち DBG（ドイツ労働総





（16）　以上の経過につき詳しくは，Behrens, a.a.O, S.174ff, Lebensmittel Zeitung 1999.5.7，前掲拙著 102-103 頁参照。





　しかし HDE は，小売業部門における低賃金労働の拡大という ver.di の指摘は誤っているとした
上で，一般的拘束力宣言については検討の余地はないと ver.di の要求を強く拒否した。この HDE
の主張は，より根本的には，OT 会員企業を抱え込んだ自らの組織構造に規定されたものである。
















　ver.di の小売業部門における組織率は 10% 未満といわれる（2017 年時点，インタビュー（b））。
そこで，ストライキを行う場合，ver.di は，協約交渉において重要な役割を担っている企業に重点






て，2007 年末からグループ独自に ver.di と妥結する意志のあることを表明した。これに ver.di が
応じ，レーヴェ・グループ独自の暫定協約が締結された。それは，遅番手当，夜間手当は維持し，




ただし土曜日の遅番手当の支給開始時間を 14：30 から 18：30 に遅らせるというものであった（内













　第一に，ここまで飛び飛びに言及してきた 2007/2008 年協約交渉は，15 カ月を経て最終的に
HDE がその要求の貫徹を断念して ver.di と妥結するに至ったが，そのきっかけとなったのはシュ
ヴァルツ・グループの態度表明であった。従来から大コンツェルンの一つではありながら協約交渉
には関与してこなかったシュヴァルツ・グループは，2008 年 7 月，「速やかな解決」を促し




ア社が ver.di との妥協を求めていることが報じられている（junge Welt  2013.12.3）。その後 BW 地
方でパイロット協約が締結され，ここでも HDE は報酬構造改革をごく限定的にしか実現できな
かった（それぞれの妥結内容については注（17）を参照）。











給 7 ユーロから 8.8 ユーロの範囲であった。これに対して ver.di は時給 10 ユーロを要求していた。










て「私たちは全員同一の前提をもつ」と説いた（Süddeutsche Zeitung 2017.6.9）。さらに 7 月にゲー





















（19）　その後小売業の部門別最低賃金の導入は 2012 年 5 月に労働協約法の要件（協約拘束率 50% 以上）を満たして
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